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.第 2章+
福祉社会構築の基本問題
第1節問題の所在
きたるべき超高齢化社会の到来にそなえて，近年わが国の高齢者福祉政
策も目まぐるしいばかりの進展をみせてきている。たとえば，老人福祉法
等8法改正に代表される 1980年代中頃から実施されてきた一連の社会福
祉の制度改革や 1989年末に策定された「高齢者保健福祉推進十か年戦略J，
そしてこのいわゆるゴールド・プランをそれぞれの地域社会のレベルで実
施することを通じてその実態化を図るという政策的な合意をもっ 1993年
度中にその策定が義務づけられ， 1994年度より実施に移されている市町村
老人保健福祉計画がある。さらに， 1994年度末には「高齢者保健福祉推進
十か年戦略の見直しについてJ(いわゆる新ゴールド・プラン)が策定され，
また，公的介護保険制度の創設を含む新しい介護の社会化のためのシステ
ムの導入に向けて議論が活発になさてきている。あわせてこれらの政策的
動向とともに，情報化社会になかにあって，スウェーデンやデンマークに
象徴的に想起される福祉先進国と呼ばれる国々での高齢(障害)者福祉に
かかわる実情も種々のかたちをとりながら積極的に紹介されてきている。
ここに述べた文脈においては，確かに高齢社会に対応する高度福祉社会の
構築に関するさまざまなヴィジョンやアイデアがそしてさまざまな福祉シ
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ステムや福祉サービスの具体的なあり方がわれわれの聞にも，近年急速に
身近なものになってきているということも疑いのない事実として指摘でき
ょう。
ところがその一方で，とりわけ在宅でのわが国における高齢者介護にか
かわる(それは介護をう付る高齢者自身にとっても，介護をする家族にとっ
ても両者にとっての問題としての)過酷な状況をわれわれが知ることにつ
いていささかも不自由をしないという現実もそこには指摘される。例えば，
次に紹介するここ数年に出版されている一般の読者向付のいくつかの図書
の書名をみるだけでも，このことは端的に物語られている。因みに，それ
らの例をいくつか挙げてみよう。羽田澄子 f安心して老いるためにj岩波
書庖，門野晴子『老親を棄てられますかj主婦の友社，門野晴子『老親介
護で力尽きるまえにj学陽書房，向井品子「在宅介護政策は『おとしより
のためjどころかfうば捨て山jであるJ<r日本の論点'95J，文義春秋社)，
武田京子『老女はなぜ家族に殺されるのか一家族介護殺人事件-Jミネル
ヴァ書房，山井和則『家族を幸せにする老い方-く孝行息子><孝行嫁〉が
家庭崩壊を招く!-J講談社，そして佐江衆-r黄落一老齢の親を持った家
族の「介護地獄J-J新潮社や夏地弥栄子 f死ぬ前にも地獄がある一長生
きはご迷惑ですか-J主婦の友社，等々がある。繰り返しとなるが，これ
らはこうした類の書名・内容をもった一般向付の図書のうちのほんの一例
にすぎないのあるo 高齢社会となり，超高齢社会と呼ばれる社会状況を目
前に迎えようとしている今，こうした書名・内容の図書が書庖に並んでい
るという現状も確かにそこにはある。
ここに述べたこれら二つの事柄の聞には大きなある一つの“満"とでも
呼ばれるべき社会状況が存在しているということを，確かにわれわれは見
いだすことができるであろう。すなわち，ここで，この“溝"をより端的に
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提示してみるならば，r新たな高齢者介護システムは，このような高齢者像
に立った基本理念を踏まえ，介護を必要とする高齢者誰もが，身近に，い
つでも，どこでもスムーズに介護サービスを利用できるような仕組みを実
現するJ(l)と述べられていることと， r具体的にわが身，わが家族を思い描
いてみればわかる。いま，もしも倒れたら，いつ，だれが，どこで切れ目
のない24時間をみとってくれるのか。具体的な処方筆はなにもみえてこな
いJ(2) というこの二つの言説の聞に指摘される隔たりの存在がそれであ
る。そして，来たるべき 21世紀には確実に訪れるであろう超高齢社会の到
来を目前にしている現在という時点においてさえもなお，ここに見られる
ような“潜"が存在するという事実そのものを，われわれは一体どう理解し
たらよいのだろうか。
われわれは，そこに横たわるこの“溝"の存在を巡りながら福祉社会の構
築にかかわる問題について以下において若干の考察を試みることにした
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ところで，ここにわれわれが指摘した“溝"の存在とは，次に述べる点を
意味しているということを先ず確認しておきたい。それは，将来的に予測
されるであろう結果としての私たちの福祉社会の姿がどのようなものにな
るのであろうかということについてではなくて，今現在においてさえも，わ
れわれはどのような福祉社会を構築しようとしているのか，そしてまたわ
れわれは福祉社会なるものをどのように構築しようとしているのかという
福祉社会構築の基本問題を巡って，“いまここにある社会に生きる"われ
われが何を思い，何を考え，福祉社会の構築に向けてどのような選択をし
ようとしているのかについて，誰も知らないのではないだろうかというこ
とである。福祉社会の構築にあたって，われわれは実はお互いに何も了解
し合っていないのではないだろうかということである。
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ここで，われわれが「誰も知らないJと述べたことについては，もう少
し説明を加えておく必要があるように思われる。
迫り来る超高齢社会の影に脅えながらもそれに対応した福祉社会の構築
については無関心でいられる-あるいは，少なくとも自らは積極的な関心
を示さずにいられるーという状況になかにあって，なぜわれわれは安穏と
していられるのであろうか。この間いに対する一つの，しかも有力であろ
うと思われる一つの解釈は次の点にある。すなわち，r私は，この問題につ
いて何も知らない(し，また知らなくても心配はいらないであろう)。なぜ
ならば，私以外の誰かーしかもその“誰か"についていえば，その“誰か"の
うちの多くの人々は，この事柄についてわれわれよりもより良く知ってい
ると皆から評価されている専門家であるーが知っているのであるから，わ
れわれの福祉社会の構築については彼ら専門家に任せておけば安心だJと
私という一人称もふくめた皆(=われわれ)が考えているからなのである，
と。
しかしながら，もしそうであるとしたならば，そこにはただちに少なく
とも次に述べる 5つの問題が惹起されてくることをわれわれは知っておか
なけらばならないであろう。先ず第一に，ここで専門家と考えられている
人々がたとえここでの高齢化および福祉社会の在り方という問題について
確かに一般の人々よりもより多くの知識や情報をもっている人であるとし
ても，当該する問題にかかわる政策選択について社会的な意思決定をする
権限までは，われわれの生活する社会が依然として民主主義的な意思決定
システムに基づくものであるならば，未だわれわれからは与えられてはい
ないという問題がそれである。なぜならば，第こには，確かに彼らが当該
する問題についての専門家であるとしても，彼らによって設計される計画
に基づいて構築されるわれわれの福祉社会がどのようになるであろうかと
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いうそのあり方や姿，功罪についての将来予測能力という点においても，彼
ら専門家がわれわれよりも優れているという保証はどこにもないというこ
とである。また第三には，彼ら専門家により設計される計画には(意図的
には善意のものの含めて)誤りなど存在しないという保証一いわゆる「無
誤謬性の神話jーもまたあり得ないはずである。さらに第四点として，専
門家たちが望ましいと考える福祉社会のあり方，すなわち計画の基底にお
いて彼ら専門家が選択するであろう福祉社会の構築にかかわる“望まし
さ"という政策的価値とわれわれが福祉社会の構築にかかわって選択した
いと考えるその“望ましさ"とが必ず一致するものであるという保証もま
たどこにも存在しないということがある。そして最後に第五番目に指摘さ
れるであろう問題点として，そもそも専門家たちによって当該する問題に
ついてよくは知らない素人であると認識されているまさに他ならないその
一般の人々によって，実は，彼ら自身が専門家であるという社会的な評価
を与えられているという事実がそこには存在しているのである。
このようなわれわれが生きる福祉社会の構築および設計におげる専門家
への信頼，その実際のところは専門家への依存ともいうべきいわば「あな
たまかせ」的な社会状況聞のなかにあってわれわれは，福祉社会の構築に
向けて一体いかなる選択を主体的に，意識的に，積極的になし得るといえ
るのであろうか。それがたとえ“いま，ここに生きる"われわれにとって取
り敢えず望ましいと評価・判断されるだけの政策的価値の選択であるにす
ぎないという条件付きのものであるとしてでもである。また，このような
事実を前にする時，実現可能性の範囲のなかにおいて福祉社会の構築のた
めに，いまわれわれには何ができるのだろうか。そして，取り敢えずは何
をしなければならないのだろうか。
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第2節何が社会福祉ニーズなのか
社会福祉ニードをめぐっては，これを論じることだけでも既に十分に大
きな一つの内容と裾野を形成し得る研究課題となっているが，ここでは本
稿の問題意識の沿う範囲内で，まず初めに社会福祉ニーズ(論)にかかわ
る問題を検討してみよう。そしてまた，本稿における社会福祉ニーズをめ
ぐるわれわれの議論は，社会福祉の政策主体(論)とも密接な関連性をも
つものとなっている。この点に関しては，文脈的には，社会福祉ニーズを
めぐるわれわれのこの議論は，地域福祉論の分野で最近頻繁に取り上げら
れつつあるいわゆる「自治型地域福祉J(論)と呼ばれる体系において展開
されている考え方と軌を一つするものになっていることを指摘しておきた
It :¥(")。
さて，社会福祉論においては現在，一般的には社会福祉ニーズにかかわっ
て次の事柄が関心事になっていると考えられる。すなわち，社会福祉調査
による社会福祉ニーズの実態的な把握とおよびその把握のための調査過程
における社会福祉ニーズの測定方法にかかわる研究課題がそれであるo 予
測されるであろう急速に進展する高齢化という将来動向から何が新たに社
会福祉ニーズになってくるのだろうか，また現時点での顕在的・潜在的ニー
ズのうちどのようなニーズが顕在的社会福祉ニーズとしてどれだけ量的・
質的に増鉱大してくるだろうかという問題に対して，最近注目されつつあ
る社会福祉計画論の中にあって社会福祉ニーズをめぐる科学的に裏付げさ
れたデータが社会福祉政策の計画化・策定にあたって提供されなければな
らないというという認識がその動向の背景にあるものと思われる。
しかしながら，われわれはここでは，現状において既にどのようなニー
ズがどのような意味において顕在的な社会福祉ニーズとなっているのかを
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問題にしてみたい。もっと丁寧にいうならば，さまざまなニーズのうち，何
が顕在的な社会福祉ニーズとなり得ていて，反対にどのようなニーズが潜
在的なニーズになってしまっているのだろうかいうこと，およびこのこと
をそう判断するための根拠にかかわる問題が，ここでのわれわれの関心事
となっているo
すなわち，社会福祉ニーズをめぐる問題の核心は，そもそもどのような
ニーズが顕在的社会福祉ニーズであると，どのような誰によって，どのよ
うな根拠にもとづいて，どのようなプロセスを経て，社会的なルールとし
て決められてきているのだろうか，という点にある。
実際に，あるニーズおよびある程度のニーズは顕在的な社会福祉ニーズ
として認められており，またあるニーズおよびある基準を超えるニーズは
顕在的な社会福祉ニーズとはなり得ていない。この現在行われている社会
福祉ニーズをめぐる顕在と潜在の区別にかかわる政策上の意思決定につい
て，そうした判断の根拠となっている説得的な説明として一体どのような
政策的価値にかかわる考え方がそこに明示的に示されているといえるのだ
ろうか。その意思決定のプロセスについても同様に不透明なままである。こ
れらの事柄については，見直されるべき現実的な検討問題として指摘され
得ょう。これらの社会福祉ニーズをめぐる問題や議論は，どうしたことか
わが国においてはほとんど意識されてきてはいない。このような社会福祉
ニーズをめぐっての規範的な議論の貧困が，社会福祉ニーズにかかわるさ
まざまなあいまいさをもたらしてきており，またこのことの一つの結果と
して，きびしい制約的な財政事情のもとにあるにもかかわらず社会福祉
サービスの鉱散化という状況も惹起されていると，われわれは解釈してい
る。
加えて，ここに指摘した社会福祉ニーズをめぐる規範的な議論の貧困は
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さらにまた，既に1.問題の所在で指摘したように，福祉社会の構築にかか
わる最も基本的な問題であるはずの何を社会福祉ニーズとするかという情
報と知識の提供が地域住民へなされていなくとも大部分の人々にとっては
困らず，不満を感じないという社会的な状況を形成することを許しており，
その反対側において，これらの情報と知識の必要性を敏感に感じる地域住
民の姿勢の欠如をもたらしていることにも大きな影響をもっ要因となって
いると，われわれは考えている。ここにわれわれが述べたことを象徴的に
示す一例を挙げるとするならば，どのような福祉社会を構築するのか一何
を社会福祉の政策対象としての社会福祉ニーズとするのかーが，いまだわ
が国においては本格的な政策的争点になったことはないという事実を指摘
することができるであろう。
したがって，何が社会福祉ニーズであるのかをめぐっては，地域住民の
聞においてどのような相互的な共通了解が得られるのかについて改めてそ
の確認のための作業がなされなければならないことが理解され得ょう。す
なわち，何が顕在的社会福祉ニーズとなり得るのかをめぐっても，当然に
社会福祉ニーズのもつ性格上，いわゆる「社会的透明性J(=全員に共有さ
れた理解にもとづいて制度が運営されること)が確実なものとしてそこに
保証されているのでなければならない。
第3節福祉社会における福祉サービスシステムをめぐる
議論
福祉サービスシステムのあり方をめぐる具体的な問題として今日いわれ
ている多元的福祉供給組織論にあっては，先ず公的な福祉サービスの供給
システムのあり方が優先的に考えられるべきであろう。というのは，いか
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なる公的な福祉サービスシステムをもってしても，福祉ニーズのすべてに
対応することは不可能であるからである。すなわち，このことは，自分た
ちの選択した公的な福祉サーピスシステム(これが，いわゆる社会福祉と
して供給される福祉サービスである)の限界についての相互的な共通了解
に対応するものとして，はじめてそれなりの実効性をもった自発的な部門
における自助および互助による援助システムも形成されてくると考えられ
ることを示唆しているからである。つまり，福祉サービスの供給組織にお
いては従来のように公的な部門(公助)と私的部門(自助および互助)を
両極にあるものとして捉えるのではなくして，いわば硬貨の両面の表裏と
いう関係にあるものとして理解するべきあるということである。この点に
ついては，これまではそれほど意識されてはいないようであるが，しかし
わが国において自発的な援助部門における福祉活動が低調であるといわれ
ている事実を解釈する一つの説明のための有力な根拠を与えるものになる
であろうと考えられる。もちろん，よくいわれているように，宗教的な背
景やわが国に特有の社会福祉政策形成にかかわる歴史的な経緯という要素
も有力なそれとして指摘され得ることには相違はない。
しかしながら，ここに述べたようなわれわれの福祉供給組織論における
公的部門(公助)と私的部門(自助および互助)との関係についての理解
においてはじめて，いわゆる経済的市場と社会的市場とのグレイ・ゾーン=
交錯領域の問題ーたとえば，より具体的な問題として，ポランティアをは
じめとする自発的・互助的な援助にかかわる社会福祉資源の創造・開発と
その継続性を維持するための現代社会福祉における政策的誘導の問題
ーも，論理的にも無理なくそして意味あるものとして登場することになる
もののように考えられる。
次に，福祉システムのあり方とそれに伴う問題としての負担の問題を考
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えてみたい。
ここで上で議論した問題を別の視点から取り上げてみるならば，公的部
門におけるものにせよ，私的部門における自助および互助にせよ，それは，
実は，自助の一つに分類される家族による福祉サービスの提供でさえもま
たそうであるように相互的な援助システムにおいては誰かの負担のないと
ころにはサービスの供給は生じ得ないということなのである。したがって，
実際に誰かが負担をしなければならない福祉ニーズであるならば，個人お
よび家族の手に余る負担，生活問題解決のための個人および家族による努
力の範囲を超えるニーズがどのようなものであろうかだけは少なくとも先
ず決められていなければならない問題であろう。このような性格をもった
ニーズは，社会的に最低限度の保証がなされるべき，したがってその保証
は十分になされる必要性をもった顕在的な社会福祉ニーズとして合意形成
が比較的容易であろうと考えられる。このような文脈において，この問題
を優先的に扱うことは合理的であると考えられる。しかしながら，なぜこ
のような福祉ニーズを社会的に充足しなりればならないのかを正当化する
ための根拠について説明することは，依然としてここでの議論とは別の領
域での新たな複雑で面倒な議論を必要としている。因みに，この点にかか
わる社会福祉ニーズを正当化することをめぐる規範的な議論への関心につ
いては，社会福祉の研究領域においてなぜか希薄であるように思われる。い
ずれにしても，社会福祉の歴史が本来的にはここに述べたようなニーズを
社会福祉ニーズとし，それらに対応するものとして社会福祉政策が形成さ
れてきているということを教えているという事実を，われわれは今もう一
度改めて想起しておく必要があろう。
さらにここでもまた 2での社会福祉ニーズをめぐる議論におけるのと同
様に，誰が， ~日何なる正当化のための根拠にもとづいてどのようなニーズ
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を社会的な福祉ニーズ=顕在的な社会福祉ニーズであると決めることがで
きるのだろうかという問題がそこには横たわっているということを自覚化
していることが必要であろう。すなわち， r社会的透明性Jが保証されたプ
ロセスを経て決められた社会的な福祉ニーズに対応する公的な福祉サービ
スである限り，それがたとえいわゆる選別主義的な社会福祉サービスで
あったとしても，それはその社会を構成する人々による相互的な共通了解
を得たルールに依っているという意味において少なくとも手続き的には正
当化されているということから，論理的にはそこには「スティグマJは生
じ得ないであろうと考えられる。このことは同時に，政策的な意思選択を
行う上での相互的な共通了解を形成するためのプロセスを経ることによっ
て，逆にいわゆる社会福祉サービスの利用におけるフリーライドの問題が
回避される可能性が高くなることも期待されよう。
さて，以上のわれわれの議論を踏まえる限り，論理的には，そしてまた，
実際的にも，公的な福祉サービスには限界が存在するのであり，すなわち
いわゆる「福祉国家の限界jといわれるものの存在はむしろ自明のもので
あるということになる。したがって，公的な福祉サービスなるものは本来
的に普遍主義的なものとして存在することは困難なのであり，社会福祉
サーピスは何らかの意味において選別主義的なものとしかなり得ないとい
うことを知ることが必要である。この点に関する理解は，今後の福祉社会
の構築にとって決定的に重要になると考えられる。
したがって，公的な福祉サービスに限界があるとはいえ，この社会福祉
の限界が可変的なものであるからこそ，ここにおいても，その社会を構成
する人々の間での社会的な相互共通了解の形成の重要性一それはまた，相
互的な共通了解の形成の困難性でもあるーが存在しているということ，そ
してそれとともにまた「社会的透明性jを確保することの重要性とを指摘
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しておかなければならない。
第4節福祉改革の可能性と実効性
福祉改革と呼ばれる一連の政策動向をめぐってのいわゆる「総論賛成，各
論反対Jという言葉に隠された意図聞を受けて，実際に実施されてきてい
る福祉改革では，改革の画期性を謡う論調とは別に，この福祉改革なるも
のによって福祉を取り巻く現実の状況にどれほどの総体としての変化がみ
られたのかという事実を考えてみる時，その内実は「改革Jと呼ばれる言
葉にに照らしてみるならば，いまだ弥縫策にとどまっているように恩わざ
るを得ない。しかしながら，その一方では，急速な小子・高齢化の進展の
なかにあって，きたるべき 21世紀において現実となるであろう超高齢社会
の到来までそれほど時間は残されてはいないという現実もまた周知の事柄
となっている。そこで，本節においては，数多く存在する問題のうち，わ
れわれは，まず第一に何を政策課題と考えるべきなのか，そして何を政策
課題とすることができるのだろうかを考えてみたい。
この問題をめぐって，われわれは，福祉改革のヴィジョンとの関連で福
祉改革の可能性の範囲およびその実効性について若干の議論を次に展開す
るつもりである。
まず福祉改革のヴィジョンにかかわる問題についてであるが，これは，わ
が国にお付るあるいはそれぞれの地域社会における福祉社会の構築にとっ
て，いわゆる北欧型と呼ばれる福祉社会モデルをヴィジョンとすることの
妥当性をめぐっての問題である。
わが国の現行の福祉サービスシステムがわが国に固有な歴史的経緯のな
かで生成されてきている既存の政治・行政・経済・社会構造の制約のもと
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にあり，また同時にそれぞれに歴史的な経緯をもっ文化・社会風土・慣習
等のなかに存在しているということを，まずもってわれわれは認識してい
なければならない。同様に，北欧型の福祉社会モデルは，北欧各国がそれ
ぞれ固有のものとしてもつ，歴史的に形成されてきているいわば北欧型の
政治・行政・経済・社会構造の上に構築されているのであり，またそれら
を成り立たせているその基底にはさらに北欧型の歴史性をもった文化・社
会風土・慣習等が存在しているのである。
そこでもしも仮にわが国においてこの北欧型モデルを志向する福祉社会
システムを構築しようとするならば，当然に，少なくともその前提条件と
してわが国の政治・行政・経済・社会構造もまた北欧型のそれらに近似的
なものに変革する必要性がそこには生じていると考えられな貯ればならな
いであろう。また，このような北欧型モデルを志向する構造の変革を可能
とするためには，またこの構造改革の結果として派生的に生ずるであろう
さまざまな新たな事態・社会状況も受容しなければならないということか
らしても，われわれの意識構造についても歴史性をもった文化・社会風土・
慣習といったもののなかで培われてきている北欧のそれに近似したものと
して変化させていかなければならないであろう{九ここにわれわれが述べ
たところから，北欧型モデルをヴィジョンとする福祉社会の構築のための
構造変革は，その実現可能性といった点からみて，果たして妥当性をもつ
ものであるといえるのだろうか。疑問なしとしない。われわれは，このよ
うな意味において，北欧型福祉社会モデルを志向する論者とは，明らかに
その立場を異にしているt九
したがって，福祉社会構築のための制度改革については，まず第ーには，
われわれ自らが，他国のモデルや経験を参考としながらであっても，われ
われ自身の手によって日本的なもののなかに，そしてそれぞれの地域社会
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のもつ固有性のなかに求めるという努力をしなければならないと考えられ
なければならないであろうt九そして，ここに述べたことは，どのような福
祉社会を構築するのかというヴィジョンの選択が，実は，その選択される
福祉社会のヴィジョンに対応するものとして，歴史的な経緯の上にある日
本的な固有性をもっ政治・行政・経済・社会構造を，そしてまたそれぞれ
の地域社会のもつ固有性をわれわれは自らの手でもってどこまで変革・再
構築できるのかという問題を合意しているのであるということを改めて認
識しなければならない。この点を理解しさえするならば，総論で賛成され
た福祉社会構築をめぐるヴィジョンが，その実現のための各論で反対され
るということ自体があり得なくなるはずであるo
次に議論をしておかなければならないことは，前述したところからも直
ちに明らかなように，現在福祉社会構築に向けて求められている制度改革
は，単にいわゆる狭義の福祉サービスの分野にのみにとどまらない，相互
に連関的な包括的領域に対応する政策的性格を有しているという点につい
てである。今日の福祉政策は総合政策であり，福祉サービスはその総合的
な社会=経済政策のなかの一つの分野・領域を占めているにすぎない。し
たがって，もしも福祉サービスの制度改革が狭義の社会福祉といわれる領
域でのみ完結するものであるとすれば，その制度改革はより容易なものと
なると同時に，内容的にはきわめて不十分な改革に終わってしまう可能性
が大きいといわなければならないであろう。すなわち，今われわれに求め
られている福祉サービスの制度改革は，わが国の政治・行政・経済・社会
構造を超高齢社会に対応したものとするための構造改革のための総合的な
社会=経済政策のうちのーっとして位置づげられなければならないという
ことなのであるo 例えば，それぞれの地域社会において実施されている福
祉サービスをめぐる制度改革がいわゆる「まちうづくり政策jとなってい
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るのも，この点にかかわって理解されるのでなければならない{九
第三には，しかしながら実際問題としては，福祉社会の構築を目指す制
度改革は，その理念的な側面についてはともかく，実行可能性および実効
性のある具体的な制度改革という側面については，社会的な合意が以外と
得られにくい，すなわち，いわゆる「総論賛成，各論反対J，i総論賛成，各
論大幅修正Jという社会状況のなかにあると捉えておくことも必要である
と考えられる。したがって，これまでの本節におけるわれわれの議論を踏
まえると，福祉サービスを含む福祉社会構築のための制度改革にあたって
は，改めて「総論賛成，各論反対Jという言葉のもつ意味について，社会
的な相互的共通了解の形成の可能性の範囲をまずその第一歩として見極め
ることが求められているといえよう。そうであるからこそ，ここにおいて
もまた，福祉社会構築の理念そのものについても，その理念のもとでの制
度改革のための具体的な選択肢をめぐる現実的な実行可能性の範囲および
その妥当性についても，どこの誰がお互いに何を了解し合っているのだろ
うかという問いかけが実は今もなされ続げらているはずであるということ
を改めて認識しな付ればならないであろう。
第5節むすびにかえて
われわれは，本稿のはじめにその問題の所在において，高齢社会に対応
するべく構築されつつある福祉社会をめぐるある一つの“潜"の存在を指
摘した。この“溝"は，福祉社会の構築とその展望にかかわってそこに描か
れるパラ色の将来像という夢と，在宅で要介護状態にある当事者とその要
介護高齢(障害)者を抱える家族の現実という悪夢およびそこから醸成さ
れてくる超高齢社会という将来への不安との聞に見いだされる“潜"で
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あった。そこで次に，われわれは，この“溝"を存在を一体どのように捉え
ることができるのだろうかという問題提起を行った。
このような問題意識のもとに，以上の議論においてはこの“糟"の存在が
どのように理解されのかといういわば一つの解釈というべきものを示し
た。さらにそこでは，この“満"がどのような問題に起因しているのかを明
らかにすることを通して，われわれはこの“溝"を埋めるためのその方途を
探ってきたつもりである。すなわち，こうした作業を行うなかで，われわ
れは，パラ色の未来という夢を抱かせるだけの福祉社会と呼ばれる将来像
でもなく，嘆き，悲しみ，苦しむという現実という悪夢しかないという状
況とそこからは将来への確かな政策的処方筆が見いだせないという不安し
かもたらされないということだけでもない，それらに代わる実行性のある
代替的な選択肢がどのような方向性のなかに展望されるのかを示してきた
つもりである。
そこで最後に，このわれわれの示した福祉社会構築の将来的な展望がど
のような実行可能性の範囲のなかにあるのかを議論することによって，む
すびにかえることにしたい。
この問題に関してまず第一に指摘してしておかなければならないのは，
“豊穣な実りの季節"は既に過ぎ去ってしまっているということについて
であるo 端的にいうならば，これから行われるであろうわが国における超
高齢社会対応型の福祉社会の構築は，高度経済成長の時期においてではな
くして財政上の厳しい制約条件のもとでなされなければならないというこ
とである。この点をめぐっては，北欧における福祉社会の構築が，そして
わが国においても国民皆年金・皆保険という年金および医療保険制度の拡
充が高度経済成長のもとになされたということを想起する必要がある。そ
して因みに，そのいずれもが人口の本格的な高齢化を迎え，財政難によっ
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て制度の再設計の必要性がさらに促進されてきているということは興味深
い点である。
次にわれわれが問題として取り上げたい点は，今日の福祉社会の構築を
めぐる社会状況が過去の選択の結果としてもたらされているということで
ある。すなわち，これまでの政治・行政・経済・社会構造のあやゆる側面
にかかわって無数になされた選択の複合的な結果として，現存する福祉社
会という現実も選択されてきているということである。ここではもはや，過
去におけるその選択が，われわれにとって意識的なものであったか/無意識
的なものであったか，積極的なものであったか/消極的なものであったか，
主体的なものであったか/他人まかせの無関心なものであったのかは問題
ではない。少なくともここにおいて重要なことは，わが国が高齢化社会の
仲間入りをした 1970年以降をみても，過去25年間にわたってわれわれが
いわゆる高齢社会対応型の福祉社会の構築をそれほど考慮にいれてそれら
の選択を行ってこなかったことだけは確かな事実であるという点である。
財制的な厳しい制約条件のもとで，われわれが選択しようとする福祉社
会の存在を許容する新たな政治・行政・経済・社会構造を再構築できるの
かという問題への対応というのは，つまるところ，超高齢社会の到来を間
近にひかえた今，新しい福祉社会構築の理念のもとに，戦後連綿と無数の
選択をしてきた結果として存在するわが国の政治・行政・経済・社会構造
を他ならないわれわれ自身がどこまで自己変革できるのかということが迫
られているという点につきるものといえよう。したがって，この問題にわ
れわれが応え，人生80年時代に対応する福祉社会の構築を可能とするため
には，相当の努力とその努力を厭わないという意識改革とが求められてい
るといえよう。そしてまた，超高齢社会対応型の福祉社会の構築を目指す
政治・行政・経済・社会構造の再構築を実現するのためには，上に述べた
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点、をめぐってわれわれの間でどれだげの相互的共通了解が得られるのか
が，その実行可能性の鍵となっているのである。反対に，どのような相互
的な共通了解がわれわれの間で得られのかによって，将来的に構築される
であろう福祉社会の姿も決まってこよう(問。
超高齢社会対応型の福祉社会の構築に向けて，いま現在お互いにどのよ
うなことを了解し合って，その上でどのような選択をしようとしているの
だろうか。しかしながら，この点をめぐって，そもそもわれわれはお互い
にどれほどのことを知り合っているといえるのだろうか。
* 本稿は， 1995年度オープン・カレッジ講義報告集『福祉社会論ー福祉社会
構築の理念と現実-J (1996年 3月)に掲載された拙稿r私たちjの福祉社会
は，どこへ行くのかJに加筆・訂正をし，削除を行い，改題したものである。
}王
( 1 ) 厚生省高齢者介護対策本部事務局監修『新たな高齢者介護システムの確立につ
いてー老人保健福祉審議会中間報告-Jぎょうせい， 1995年， p.l0. 
( 2 ) 向井承子「在宅老人介護政策は『おとしよりのためjどころか『うば捨て山jで
あるJ，p.423，文事春秋編『日本の論点、'95J文襲春秋社， 1994年，所収。
(3 ) 例えば，藤田省三r安楽jへの全体主義一充実を取り戻すべくJr思想の科学1
65号，思想の科学社， 1985年，所収や米本昌平の指摘する「構造化されたパターナ
リズムJ(米本昌平『地球環境問題とは何かI岩波密庖， 1994年， pp. 229-243，参照)， 
そしてカレル・ヴアン・ウォルフレン/穣原勝訳『人聞を幸福にしない日本というシ
ステムj毎日新聞社， 1994年や竹内靖雄『日本人の行動文法/ソシオグラマーj東洋
経済新報社， 1995年等が，その立論の視点、を異にするとはいえ，本稿でわれわれが
述べた現代日本社会の背後に存在している構造的な病理とでも呼ばれるところの
側面について，それぞれ詳細な議論を展開している。併せて参照されたい。
なお，ここに紹介をしたもののうち先の二つの存在については，川本隆史『現代
倫理学の目険一社会ネットワーキングへ-J(現代自由学芸叢書)創文社， 1995年に
教えられている。
( 4 ) ここでわれわれが展開している社会福祉ニーズを巡る議論と同様の論点を，最
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近流行となりつつある「自治型地域福祉論Jにおける地域福祉の主体と対象の関係
にかかわる論述のなかにもみることができる。この点に関しては，例えば，牧里毎
治・野口定久・河合克義『地域福祉J(これからの社会福祉第6巻)有斐閣， 1995年，
pp.l0-13，を参照されたい。
( 5) ここでわれわれが「総論賛成，各論反対Jの隠された意図というのは，次のよ
うな意味においてのことである。すなわち，およそ各論において反対をしなければ
ならないという状況にある者が，その各論における改革を迫る総論になぜ賛成をす
るのであろうか，そしてまた総論において賛成した者たちの多くが各論において反
対をするということが常に寛容のうちに許されるのはなぜだろうかというあまり
にも明快な疑問がそこには指摘されるということである。つまり，ここでは「総論
賛成，各論反対Jということがはじめからそこに参加しているすべての人々の問で
“全員一致の供儀"として暗黙のうちに認められているのではないかということで
ある。
( 6) この点に関しては，岸田秀 r甘えjの弁明j，pp. 59-60，岸田秀『幻想の
未来J(河出文庫版)河出脅房新社， 1994年，所収，も併せて参照されたい。
( 7) この点に関するわれわれの考え方については，例えば，さらに拙稿「わが国に
おける『ノーマライゼーション』をめぐる議論に関する一考察ーその理念的側面に
おける検討を中心として-jのなかのr日本型ノーマライゼーションjとは，社会
福祉の政策理念としてどのような考え方をいうのであろうかj，pp 80-85，を参照さ
れたい
また，われわれと同様の見解を積極的に示すものとして，田中尚師『高齢化時代
のポランティアj岩波書店， 1994年， pp.60-63，および金子 勇『高齢化社会何が
どう変わるかJ(諦談社現代新書 1236)，1994年， pp.20-29，がある。併せて参照さ
れたい
( 8 ) 誤解を招かないように補足をしておくならば，だからといって，われわれが直
ちに従来のいわゆる「日本型福祉社会論J者の立場をとるものではないというこで
ある。この点については，前掲拙稿「わが国における fノーマライゼーションjを
めぐる議論に関する一考察jを参照されたい。
(9 ) このような「福祉のまちづくりj政策の理解あり方については，明示的ではな
いにせよ，前掲『地域福祉jのpp.194-196，においてもみることができる。
(10) この点に関する政策課題解決のための具体的な取り組み方の一例として，最近
保健政策の分野においてプレーク・スルー思考と呼ばれる注目すべき問題解決のた
めのアプローチが盛んに取り上げられている。プレーク・スルー思考そのものにつ
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いては，例えば， G.ナドラー/日比野省三 fプレークスルー思考』ダイヤモンド社，
1991年や日比野省三・栂原拓『プレークスルー』締談社， 1994年等を参照された
t.l。
